
９の日宣伝
7月9日(火)17:00～18:00
JR東戸塚駅改札口付近
ビラまき･アピールなど

東戸塚9条の会 勉強会
7月13日(土)10:00～12:00
東戸塚地区センター
参加費無料・事前申込不要

平和川柳「だれのための 政
まつりごと

」
■ 慰霊の日 平和が欠ける 怖さ知る
■ 一票で まともな政治 改革を
■ 保険証じゃ なくマイナをと 薬局が

「政治とカネ」をめぐる空虚な論議の末に
自民提出の改正政治資金規正法が成立

自民党派閥の裏金事件を受けて自民が提出した
改正政治資金規正法は 6 月 19 日、参院本会議で全
野党が反対しましたが、自民・公明両党などの賛成
多数で可決、成立しました。

改正規正法の主な改正事項

いわゆる「連座制」 の導入
政治家の責任強化として、政治資金収支報告書の
作成の際に 「確認書」の作成を義務づけ、 確認が
不十分の場合には公民権停止の対象とする。

政党から党幹部らに渡される政策活動費
毎年大まかな使い道を公開し、領収書などは10年
後に公開する。具体的な内容は「早期に検討」と
して先送り。

政治資金パーティの是非、パーティ券購入者の公開
基準
パーティー券購入者の公開基準額を現行の20万円
超から5万円超に引き下げる。

野党 5 会派が共同で求めた企業・団体献金の禁
止や政策活動費の廃止など抜本改革には踏み込ま

ず、「抜け穴だらけ」で「検討、先送り」が多いと野
党から批判が出されました。

改正規正法成立の裏で、重要法案が続々と
政治資金を巡る論議に多大な時間とエネルギーが

費やされる中、国民にとって重要な法案が十分な審
議も経ず次々と成立しました。

成立した重要な法律など（抜粋）と問題点

経済安保情報保護法 （5/10成立）
経済安全保障上の機密情報を扱う民間人らの身辺
調査を可能とする。

次期戦闘機条約の承認 （6/5承認）
共同開発する次期戦闘機の輸出は、すでに解禁決
定済み。 その共同開発のための条約。武器輸出を
厳しく制限してきた日本の安全保障政策の大転換。

食料困難対策法（6/14成立）
政府が「食料供給困難事態」と判断すれば、農家
に米大豆などの増産計画の届け出を指示し、拒否
すれば罰金を科す。

地方自治法の改正 （6/19成立）
個別の法律に規定がなくても、 自治体に対して国
の指示権の特例を認める。 地方分権の流れに逆行。
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6月23日は 沖縄｢慰霊の日｣……戦争いらない！ N0 WAR! パレード in 桜木町
６月 23 日は、太平洋戦争末期、地上戦が繰り広げられた沖縄で日本軍の組織的抵抗が終わった日です。３

カ月にわたる激しい戦闘で、沖縄県民の 4 人に 1 人、日米合わせて約 20 万人が犠牲になりました。
この日沖縄では、糸満市摩

ま ぶ に

文仁の平和祈念公園で沖縄全戦没者追悼式が営まれました。神奈川でも「戦争
いらない ! NO WAR! パレード in 桜木町」が企
画され、約 1000 人が参加して、新港パークま
で「戦争いらない」を訴えるパレードが行われ
ました。東戸塚 9 条の会の有志も参加しました。

東戸塚9条の会のHPができました！
https://higashitotsuka9.org
各種情報のほか、本紙バックナンバー
のダウンロードもできます。



日米軍事同盟の歴史的大変質
日米首脳会談　自衛隊が米軍指揮下へ

本年 4 月 10 日に行われた日米首脳会談は、バイ
デン米大統領が会談直後の会見で「日米同盟始まっ
て以来、最大のアップグレードだ」と強調したように、
日米軍事同盟の歴史的大変質を宣言するものとなり
ました。
米軍指揮下への一層の危険
共同声明は、米側が岸田文雄政権による軍事費

倍増や「敵基地攻撃」能力の保有を「歓迎」したう
えで、「作戦および能力のシームレスな統合を可
能」にするため「それぞれの指揮・統制の枠組みを
向上させる」と明記しました。日米の指揮統制の連
携強化をめざすものです。

情報でも、装備でも、圧倒的に優越的な力を持つ
米軍との「作戦および能力のシームレスな統合」を
図るならば、事実上自衛隊が米軍の指揮下に組み込
まれることになるのは明らかです。

とりわけ、敵基地攻撃能力と弾道ミサイル防衛など
「防空」を一体化した米軍の「統合防空ミサイル防
衛」（ＩＡＭＤ）では、米軍と自衛隊の一体化は避け
られないことは明らかです。
自衛隊「統合作戦司令部」創設
5 月 10 日、防衛省設置法の改定が成立、陸海空

自衛隊を一元的に指揮する「統合作戦司令部」を創
設することが決まりました。2024 年度末に統合作戦
司令部を 240 人規模で東京・市谷に発足させる計
画です。

エマニュエル米駐日大使は、日米の指揮統制連携
強化は台湾有事を念頭にしたものだと発言していて、
米側も在日米軍司令部の権限強化を検討していると
言います。東京・横田基地にある米軍の司令部の権 
限は現在、基地の管理などに限定されている、その
ため実動部隊の指揮や自衛隊との調整を担うハワイ
のインド太平洋軍司令部の権限の一部を移すなどの

案が浮上しているといいます。
軍事同盟「AUKUS」との危険な協力推進
共同声明で、米英豪による対中国の軍事的抑止を

はかる事実上の軍事同盟である「AUKUS ＝オーカ
ス」と日本が先端技術分野での協力を検討すると宣
言したことも重大です。

オーカスの第 1 の柱は米英から豪州への「原子力
潜水艦 8 隻」を配置することで、すでに着手されてい
ます。日本の協力は「第 2 の柱」として、AI・極超音
速ミサイルの共同開発をはじめとする先端軍事技術
での協力となります。

軍事ブロック的対応の拡大は、地域における軍事
的緊張と対抗を激化させ、悪循環を招く危険な道です。

防衛装備品の共同開発・整備で協力推進
共同声明で確認された「日米防衛産業協力・取得・

維持整備定期協議」（DICAS ＝ダイキャス）が 6 月 9
日初会合を開催し、防空ミサイルの共同生産、米軍
機・米軍艦艇の日本での維持整備、サプライチェー
ンの強靱化の各分野で作業部会を設置し、具体化を
図ることを確認しました。

岸田政権は、すでに昨年末に殺傷兵器の輸出を解
禁し、その第 1 弾として地対空ミサイル・パトリオッ
トを米側に輸出しました。

いよいよ、平和国家の理念を投げ捨て「死の商人
国家」への道を突き進むことになります。


	202407ニュースA面印刷直前.pdf
	202407ニュースB面印刷直前.pdf

